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開会  午後 ２時３０分 

 

〇事務局長（大久保一千代君） 

 皆様、大変お待たせをいたしました。 

 ただいまから八田村、白根町、芦安村、若草町、櫛形町、甲西町合併協議会主催により

ます、市町村合併を考える講演会を始めさせていただきます。 

 私は、本日の司会を務めさせていただきます、合併協議会事務局長の大久保です。 

 最後までよろしくご協力をお願いします。 

 それでは、開会にあたりまして、当合併協議会の会長であります八田村の齋藤村長から、

ごあいさつを申し上げます。 

 よろしくお願いします。 

〇会長（齋藤公夫君） 

 こんにちは。 

 本日は、峡西６町村の合併協議会主催によります講演会ならびにこの後、第４回合併協

議会を開催させていただきます。 

 本日の講演会に際しましては、前々回、第２回の折には、自治省のもと山梨県総務部長

をお務めになりました佐藤さんにご講演をいただきました。 

 今回、お願いをいたしました成田先生におかれましては、いろいろな委員さんの中から

もご要望がありました。自治省からというと、なにか特に推進的な立場で意見が申される

ということもありましたので、逆に中立的な立場の中で、存分に意見をお聞かせいただけ

る人材を探してほしいというご要望がございました。そんな関係で私どもは、全国町村会

の組織をとおして、全国町村会がいろいろお世話になっております、また、講師等々依頼

をしておるというご関係もございまして、今回、成田先生を、大変ご多忙の中にもかかわ

らず、ご無理を申し上げまして、本日のこの峡西の地までおいでいただきました。 

 本日の講演に際しましては、合併協議会の委員の皆さんを中心に、各町村で合併研究会

を発足していただいておりますし、その関係の委員の皆様、さらには合併に関心のある方々

であれば、遠慮なくご参加していただきたいという考えのもとで、実は本日の講演会を開

催させていただきました。 

 今回の講師をお願いいたしました成田頼明先生におかれましては、既にお手元にプロフ

ィールをお渡ししてありますが、現在、日本エネルギー研究所の所長さんをしていらっし

ゃいますし、また、横浜国立大学の名誉教授の要職にもあられるものであります。 

 先生は、東大を卒業して、間もなく横浜国立大学に奉職されて、平成５年までという長

きにわたりまして、大学に席を置きながら、幅広いいろいろなご活躍、あるいはまた、い

ろいろな著書等々を発刊されておるものであります。 

 特に先生は、行政学等々がご専門の得意な分野であるということをお聞きしまして、私

どもも全国町村会で、ぜひ、ひとつ成田先生にどうしても都合をつけておいで頂きたいと



 

 

いうことで、ご無理も実は申し上げたものでありますが、それというのも、特に地方分権

の推進を進める政府の中にあって、地方分権推進専門委員として、この立ち上げから今ま

で、第５次の答申に至るまでの地方分権一切にかかわって、中立的な立場で、いろいろご

意見を出していただいたことを、私どももいろいろな書物で拝見させていただいておると

ころであります。 

 特に、成田先生におかれましては、地方分権というものは、地方分権そのものが目的で

はなくて、あくまで地方自治体の自主性とか、あるいは自立性を高めて、地方自治体が憲

法に基づいて、地方自治の責任をもってやるべきだということを強く主張されておられる

ことが印象的でもありました。 

 さらには、地方分権は地方の受け皿だというようなことを言われる方がたくさんおられ

るということでありますが、地方分権を地方が受けるのは、受け皿のためにやるのではな

いということを、はっきり成田先生はおっしゃっております。言うなれば、受け皿という

のは、上からごちそうが落ちてくるものを受けるものが受け皿だという感覚の中で、やは

りそういう意味でなくて、先ほど申し上げました自主自立の独立性をもって、地方自治体

の責任をもって運営していくことが、地方分権の一番主たる目的だということをおっしゃ

っておられます。 

 そんな立場の中で、これから先生のご講演をご聴講するわけでありますが、どうぞひと

つ時間の許す限り、皆さんにゆっくり先生のご講演をご聴講していただき、なお先生は、

電車等の時間もありまして制約もありますが、講演のあと、若干皆さんとの意見交換をす

る時間もとっていただいておりますので、どうぞひとつ腹蔵のないご意見がありましたら、

ご発言をしていただきまして、先生のご意見を受けていただければありがたいと思うもの

であります。 

 それでは、これから成田頼明先生のご講演に入りたいと思いますので、どうぞよろしく

お願いいたします。 

〇事務局長（大久保一千代君） 

 講師の先生につきましては、先ほど会長のほうからのあいさつの中でご紹介をさせてい

ただきましたので、早速、講演をお願いしたいと思います。 

 なお、講演時間はおおよそ９０分程度を予定しております。 

 それでは、成田先生、よろしくお願いしたいと思います。 

〇講師（成田頼明君） 

 本日は、この峡西地域の皆様にお会いすることができて、大変喜んでいるところでござ

います。現在、自治省では、全国リレーシンポジウムという形で、町村合併推進のために

いろいろな催しを全国でやっているようでありますけれども、私は、あまり合併には積極

派ではないものですから、そこから外されておりまして、自治省からにらまれているので

はないかと思うんです。 

 それはともかくとして、私の立場というのは、合併推進派ではなくて、先ほど非常に適



 

 

切にご紹介くださいましたけれども、合併を進めるにしても、それは自己決定・自己責任

でおやりなさいと。もし、自己決定・自己責任に基づいて合併したいというのであれば、

それは国が大いに応援してもいいでしょうと。しかし、自分たちがやりたくないというの

を、札束で顔をひっぱたくような形で合併に追い込んだり、上から指示したりするという

のは、これは地方自治に反するわけですし、地方分権の時代にはそれはふさわしいことで

はないという立場をとっておりまして、そういったような中立的な立場をとっております。 

 そういった意味で今日は、合併をぜひ進めたいという方にとっては、ちょっと歯切れが

悪い話だという受け取り方もあるかと思われますけれども、合併のメリット・デメリット

ですね、そのへんを十分にお話いたしまして、いろいろなことをお考えの上で、皆様が自

主的にご判断いただきたいというつもりで今日は参ったわけでございます。 

 時間の制約がありますので、はじめにちょっとこれは簡単に済ませたいと思いますけれ

ども、明治・昭和の大合併の歴史について、ちょっと触れておく必要があると思うのです。 

 と申しますのは、今度の合併は平成の大合併と言われておりますけれども、それは明治

の大合併、昭和の大合併、それとの対比で平成の大合併とマスコミなどは命名しているわ

けであります。そこで過去２回の大合併について、ちょっと話をしてみる必要があるので

はないかということであります。 

 最初に明治の大合併でありますけれども、これは明治憲法ができます前に、市制町村制

という今日の地方自治法の前身になる法律をつくったわけです。それに間に合わせるよう

に合併しようということでしたけれども、ただ、江戸時代の町村というのが、そのころは

維持されていたわけです。特に、明治維新のころは維持されていたわけです。 

 明治７年から明治１９年のあいだに、約７，３００ぐらいの町村が減少したといわれて

おりますけれども、当時の１００戸は、現在みたいな２人だけの単身所帯ではなく、１戸

当たり５人か６人いたんだろうと思うのですが、１００戸以下の町村が全国で６８％、約

７０％であったといわれています。当時の農村は申すまでもなく、基本的に農業とか漁業

とか林業というものを中心にした、生産共同体であったわけです。行政の仕事と申します

と、今日みたいないろいろなことをやっていなくて、戸籍の管理でありますとか、あるい

は地券といいまして、土地の所有権を一般の人に認めるのについて、地券を発行するとい

う仕事で、「券」というのはチケットの「券」ですね、地券を発行するという仕事があった

わけです。あとは徴兵、小学校といったものが行政のそれぞれの仕事であったといわれて

います。 

 明治２０年に日本には７万１，３１４の町村があったわけですが、それが明治２１年に

大合併の結果、１万５，８００に減少したわけであります。ここには市は入っておりませ

んで、市というのは、もともとは市制で初めてできたものでありまして、その前には大区・

小区、選挙区の「区」という字ですが、大区・小区といわれておりました。これはどちら

かといえば、農村的な共同体ではなくて、都市的な共同体であるということでして、現在

の市というのは６７０以上ありますけれども、当時はわずか全国で３９市であったんです。



 

 

当時の市町村は、この明治国家の下部機構といたしまして、下部機構を担う行政単位とし

て再編成されたということで、それがやはり明治の大合併の本来の趣旨であったというこ

とが言えるのではないかと思います。 

 それから、次の昭和の大合併でありますけれども、これは日本では戦争中、特に軍都と

か旧軍港都市ですね、あるいは軍需産業のあるところについて、戦争中、軍の命令で強制

合併をされたというところがいくつかあるわけです。 

 まず、昭和２３年には、占領軍司令部の指示によりまして、戦争中そのような軍の圧力

で合併したところについては、住民投票で分離をすることができるという制度を暫定的に

つくったんです。こういう形で、一応、まず始まったのは分離だったんです。そのときに

全国、特に舞鶴とか呉とか、そのような旧軍港都市のところで住民投票による分離という

のが行われたということがあります。 

 その後、昭和２４年から２５年にかけまして、アメリカのシャウプ博士というのが日本

に参りまして、日本の地方財政制度を少し抜本的に改革すべきであるという勧告をしてま

いりましたけれども、そこで今日の分権を先取りしたような形で、仕事の配分は市町村優

先でやりなさい、市町村ができないものは府県に、府県ができないものは国という形で、

下からだんだん積み重ねる形で事務配分をやりなさいという勧告をいたしまして、ついて

は市町村は、やはり区域が非常に狭いので、市町村の合併をして少し土俵が大きくなった

ほうがいいでしょうという勧告をしていったわけです。ところがシャウプ勧告というのは、

どうも非常に結構な勧告だったのかもしれませんけれども、当時の日本の実情に合ったも

のではなかったわけです。市町村中心の事務配分というのは実現しなくて、ただ実現した

のは合併のほうだけであったと。逆にいいますと、合併で区域は広くなったけれども、仕

事はさっぱり下りてこなくなったということを国から言われたということで裏切られたの

ではないかという感覚を、当時持った人が非常に多かったということになりました。 

 これは具体的には、昭和２８年の町村合併促進法という特別法ができまして、これで進

めたわけです。 

 この法律は、昭和２８年から３６年ごろまでの間にいろいろ進められたわけですけれど

も、当時、９，８６８ありました市町村が３，４７２と約３分の１に減少するということ

になったわけであります。このときは全国的な目標数値も決めましたし、人口については

１つの町村について８千人というものを最低限の基礎基本にすると。それは結局、義務教

育を実施できる、義務教育は小学校・中学校ですね、これを維持して運営していくために

は、人口８千人ということがいいだろうということになったわけで、当時の町村の仕事と

いうのは現在と違いまして、一番大きなことは義務教育だったわけです。６・３制の新し

い教育制度を市町村が義務付けられた。それから、農地改革をやりなさいと。それから、

戦災復興、特に戦災で農業・林業基盤というのが非常に荒廃していたわけでございます。

そのような戦災復興というのは、当時は治山・治水であると同時に、農林業の生産基盤と

いうものを復興していくという仕事であったわけです。これは非常におもしろいことです



 

 

が、当時、子供のために合併、つまり義務教育のために市町村が合併しなければならない

わけですね。今度は、むしろ老人のために合併するというので、時代のなんといいますか、

特に介護保険というのが大きな広域行政のきっかけになっています。そして今度は老人の

ために合併が必要という時代になってきたということなわけです。 

 日本はご承知のように、昭和３４年頃から経済成長期というのに入るわけでありまして、

このころから広域行政、つまり一つの自治体はひとつの区域にとらわれないで、なるべく

隣接なところと、さらに広い視野をにらんで仕事をするということがいいだろうというこ

とで、これは広域行政というふうにいわれたわけです。当時は、地域開発という言葉が標

語のようにキーワードとしていろいろ言われたということでして、それを象徴をするのが

新産業都市・工業整備特別地域、当時、新産・工特といわれた制度であります。これは人

口１００万人の単位に合併をして、新しい国際競争に頼るような重化学工業あるいは装置

工業の拠点をつくっていこうと。そういう拠点をつくると、波及効果で全土に近代化がも

たらされるという発想でできたのが新産・工特ですね。新産・工特が、このときには１０

０万人都市をつくっていくということでありましたけれども、実際にそれができたのは日

立市ですね。あのへんだけでして、岡山あたりは失敗をしたということです。この新産・

工特制度というのはいまだに続いておりまして、山梨県は関係ないんですけれども、これ

が補助金のかさ上げ措置があったり、新産債という財政上の優遇措置があるんですね。本

当ですと、もう時代遅れで、とうにもうなくしてしまわなければならないものなんですが、

なかなかこれは財政的なメリットがあるものですから、地元の反対が非常に強いんです。

今年中にこれはなくすという原則を、この前、中間報告で決定いたしまして、あとは、な

くした後どうするかという問題を、年末にかけていろいろとこれから審議するということ

で、私は、新産・工特については立ち上がるころからいろいろお手伝いをしたりしてきた

わけですけれども、今度はそのお葬式を出すために、今いろいろと苦労していると。これ

もやはり時代の流れというものを感じているわけです。 

 この時代に市の合併の特例に関する法律というのができましたけれども、これは市が相

互に合併をして大きなまちをつくろうということで、具体的には北九州市ですね、あそこ

の小倉とか戸畑とか門司とか、いろいろあったのですが、これが一緒になって北九州市を

つくると、そして政令指定都市になったわけですけれども、それを促進するのは市の合併

特例に関する法律であったと。これは昭和４０年の経済高度成長期の真っ最中でありまし

た。 

 その後、市町村の合併の特例に関する法律というのができて、今までばらばらにあった

法律を、全部そこに集約してしまったわけです。これは昭和４０年にできているわけです

けれども、これは１０年の時限立法でして、１０年ごとにずっと延ばしてきた。そういう

形で３回か４回延ばされたわけです。これは合併を阻害する要因をなるべく除去して、国

が若干、下支えしてあげましょうということであったわけです。 

 この時代に地域開発、工業立地が中心でした。時代はだんだん変わって、今度は公害防



 

 

止とか水の確保とか、あるいは新しい住宅団地を造るとかいう話になっていくわけですが、

この頃に市町村合併だけでなくて府県合併、あるいは府県というのをやめてしまって道州

制というものをつくるべきではないかという話も出てきたわけですが、これは実現しませ

んでした。 

 市町村合併特例法というのができて、何年か延長されてきたんですけれども、昭和４０

年から平成７年までの合併件数は１４４件、前の事例に比べると非常に少ないわけです。

もう太鼓をたたいても、なかなか合併には乗ってこないという時代になってきたというこ

とであります。これはすべての生活がだんだん良くなって、安定してきたわけです。安定

している時代に、なにもエネルギー使って無理なことをする必要はないではないかといっ

た考え方が反映されたのではないかと思います。 

 市町村合併特例法というのは、これは平成７年３月３１日に切れるということになりま

したので、平成６年ごろから、後をどうするかということを、いろいろ審議したわけです

が、これは自動延長ではなくて、一段踏み込んだ支援措置というものをとるべきではない

かということで、平成７年に市町村合併特例法を単純に延ばすだけでなくて、新しい措置

をそこへ盛り込んで法改正をしたということになっているわけです。 

 どうしてそういうことをしたかといいますと、これはやはりその頃から、確か平成５年

だったと思いますが、国会の両院が画期的な形で地方分権を推進すべきだと決議をしたわ

けです。次第に地方分権をやるべしという声が、国民的な場面で高まってきたということ

があります。どうしてそうなったかということですが、当時と今とでは若干違いますけれ

ども、やはり車の普及とか通信手段の発展というものによりまして、住民の日常生活圏が

広がっているではないか。例えば、通勤とか通学とか買い物とかが、そういう形で広がっ

てきた。そこで広がった生活圏と行政区域とは乖離してしまっている。この日常生活圏と

行政区域を一致するべきだという主張があったわけです。これは一見、もっとものように

見えるのですが、当時、私はだいぶ反論したんですけれども、そんなことをいったら東京

とか大阪とか名古屋に住んでいる人は、場合によっては１時間通っている人もいるわけで

す。それは日常生活圏になってしまっていると。そうすると、そういうところは全部一つ

の市町村になってしまうということになるので、そんなばかな話があるかということを言

ったのですが、もっともらしく、日常生活圏との一致ということがいわれました。 

 当時、そういう日常生活圏と合わせるべきだという主張があったのですが、やはり地方

分権を推進するという陰には、先ほど受け皿という言葉があって、私は受け皿という言葉

はきらいだということであまり使わないんですけれども、国は地方分権に協力して、国の

権限やら財源を地方に下ろすことをやりましょうと。しかし、そんなことをして本当に市

町村がちゃんとやっていけるんだろうかということを、盛んに中央省庁はいうわけです。

今みたいな全国に市町村が３千何百もあるということでは、とてもこれは安心して任せら

れない。もっともっと地方が大きくなって、しっかりした行財政能力を持ってということ

になれば、それはわれわれも喜んで権限や財源を下ろしましょうと。喜んでやったかどう



 

 

か、それは分からないのですが、分権に抵抗するために、ひとつそういう論理を持ち出し

てきたということがあるわけで、そこで分権と市町村合併というのが、特に中央省庁あた

りでは、裏腹の関係になって出てきたということがひとつあると思います。 

 第２番目は、当時から市町村で少子・高齢化というものが目立ってまいりまして、前か

らそういうことはいわれてきたんですけれども、予想以上にハイスピードでそれが進んで

きたというわけです。当時、まだ介護保険などはありませんでしたが、いろいろ議論はさ

れていた。医療とか保健とか、そういった問題に市町村が非常に負担がかかる。やはり市

町村は、人間を相手ですから人的なサービス行政だというものを広く置かなければならな

い。しかもそれは高度で専門的な内容を持つものでなくてはいけない。そういうのはやは

り区域が大きくならないと、そういう人材も確保できないし、サービスの質も良くなりま

せんよということがいわれてきたわけです。 

 第３は、日本の財政状況というのは、平成５、６年から、かなり悪くなってきて、特に

バブルの崩壊以降は決定的に悪くなってまいりました。そういう中で、やはり財政改革と

いうものをやらなければならない。そして政府のほうでも橋本内閣のころから、財政構造

改革会議というものを立ち上げて、歳出をぐんと締めていくと。一方では、若干増税をや

りたいんだけれどもそれはできないから、小さい行政のリストラをやっていって、やはり

財政に対処していこうということで、財政再建というものをやり始めたわけですけれども、

この財政再建の基本法律ができたわけですけれども、そこにも市町村合併がはっきり出て

いるわけです。 

 それから、もう一つはこれは政治サイド、産業界からの要求でありまして、政治サイド

が何を要求しているかというと、これはいろいろな選挙制度とのからみの問題もあります。

最近では、また違った角度から政治家のほうが非常にそれは望んでいるという感じできて

いるわけです。 

 こういったことがいろいろあったわけでありますけれども、そういう中で、地方分権の

推進と市町村の合併、それから現在はどうなっているかというお話を少ししてみたいと思

いますが、これは既に、自治省の佐藤さんあたりから、細かいお話はお聞きになっている

と思うので、私はあまり詳しくは申し上げないつもりでありますけれども、一応、地方分

権推進委員会では、はじめの審議の方針では、いわゆる受け皿論はやらないと。つまり、

市町村の規模が小さいから、もっと合併しろと。あるいは都道府県をなくして道州制をつ

くれとか、こういう市町村のそのものの再編成、あるいは都道府県の再編成ということは

やるまいというのが基本方針であったわけです。というのは、それをやりますと、そちら

のほうだけに議論が集中して、本当に必要な権限や財源を国から地方に下ろすという仕事

がないがしろになってしまうわけです。分権一括で、まず仕事や財源を国から地方に下ろ

すというのが最優先課題であって、下りてきた場合に後をどうするかという問題は、これ

はその次に考えればいいという考え方であったということだと思います。 

 ところが二次勧告というのがございますけれども、二次勧告では、やはり地方行政体制



 

 

というものの確立というのが必要であるということが、いろいろ政府サイドでいわれてま

いりまして、それに応えるということがあって、地方行政のほうでは、どのように分権を

受け止めるべきかと。あと、そういう体制下においては、どのようなことを考えるべきか

ということを、いろいろと答申をいたしました。その中に、やはり市町村合併というもの

を考えていくという項目が１つ入りましたけれども、ただ、これは自主的な市町村の合併

である。その背部には強制はいけないという考え方が潜んでおったということなんです。 

 合併を推進する第二次勧告は平成９年に出したわけですが、合併を推進するためには、

例えば、都道府県の役割がある程度必要です、国が指標をつくるのに必要である。あるい

は、地方交付税が減るということになると、これは合併の障害になるので、これは財政上

の支援措置を含めて少し考えてくださいということと。その頃から、青年会議所（ＪＣ）

という組織が、いろいろと合併についての活動を始められたということがありましたので、

そういう動きを受けて、やはり住民発議制度というものを重視することを考えていった。

それから、合併の障害になる問題がいろいろとあるので、そういった問題については、旧

市町村単位の組織というものを考える必要があるのではないかとか、そういったことを勧

告したわけです。 

 それを受けまして、地方制度調査会でも、平成１０年４月２４日に第二十五次の答申と

いうのをやっておりますけれども、これは市町村の合併に関する答申、市町村合併だけに

限定した答申をしたわけです。そこでは二次勧告で指摘された点もいろいろ受けまして、

住民が署名を集めて、協議会を設置するという仕組みをつくってみたり、合併前の市町村

の区域を単位として、地域審議会というものを設けて、周辺が寂れることに配慮したり、

あるいは新市町村の振興のために、市町村の建設計画というものを、これは前からつくっ

てあるのですが、その中身を一層やはり充実していくということとか、財政措置を拡充す

るとか、都道府県や国も相応の役割を果たすべきだということを答申したわけであります。 

 この結果は、政府のほうでもほかの地方分権の一連の施策と一緒に、地方分権一括法と

いうところで法制化されまして、その中で市町村合併特例法もまた改正されたということ

になるわけです。本当ですと、平成７年の法律が１０年過ぎて平成１７年に切れると。本

当はそこで考えるべき問題なんですが、そういう答申を受けて、平成１１年に市町村合併

特例法を改正したということになっております。 

 その後は、自治省も大いにはりきって、市町村合併推進本部というものを自治省に設置

したり、あるいは合併推進について、都道府県知事に指針の作成をして通知をするとか、

合併のパターンをいろいろつくれといったことを各府県に指示をするとか、最近では、市

町村合併推進会議というものを本年４月から開きまして、先ほども申しましたような、各

地で全国リレー講演会というものをやったりしているということが行われます。それから、

財政面でもいろいろな措置が講じられつつあるというのが現状であります。 

 現在、地方分権推進委員会のほうでは、一応、任期が切れて、また１年延びたわけです。

来年７月までいろいろなことをやっていくわけですけれども、われわれが一番大事だと思



 

 

っているのは、市長村長さんからも非常に期待の大きい地方税財源の充実、あるいは交付

税、国庫補助金、負担金ですね、こういうもののあり方が分権推進の答申では、非常に抽

象的であって、ご期待に沿えなかったということもあって、これを一挙にきれいに解決す

るということは、非常に現在の状況では難しいんですけれども、一歩でもこれは進めて、

将来に道を切り開いていこうというので、税財源とか財政措置のほうを、残っている任期

でまずやりましょうとしていたわけです。ところが急きょ政府のほうから、１２月に政府

のほうでは行革大綱をつくりますと。その中には市町村合併のことをぜひ入れたいから、

１２月までにひとつ市町村合併を促進する方向で、何か考えてくれないかというご注文が

あったようであります。これは分権推進課の法令委員長、それを断るわけにいかないと。

しかし、あまり筋がいい問題ではないということで、注文をつけた上で、渋々承ってこら

れたということのようですけれども、そこで注文をつけましたのは、法律やなんかで強制

することは絶対にいけませんと。これは国が昔みたいに目標数値を決めて、全国の町村の

数を１千にするとか３００にするとか、あるいは１町村あたりの人口を１万人にするとか、

そういう目標数値を決めるということで、これは絶対にいたしませんと。政府がやるのは、

それは別だけれども、分権推進委員会としては、そういうことはできませんという状況の

中で、それでは一体、何ができるかということを少し考えてみましょうという形で話を受

けてこられたわけです。 

 分権推進委員会の中には、もちろん合併をどんどんやれという方も２～３いらっしゃい

ますけれども、やはり町村長なども入っていらっしゃるし、ジャーナリストも入っていま

すし、いろいろな人が入っているわけなんですが、全体としては合併をどんどんやれとい

う数は、そんなに多くないと思うんです。あまり口に出しては言いませんけれども、私と

同じように慎重論がかなり多いというのが現状、実情であります。みんなだいたい強制は

いけないというふうに考えておりますし、目標数値は委員長は断ってくれてそれは問題に

ならない。あと問題は、財政面の措置で、合併しないところについては、むしろ交付税を

減らすという制裁を加えたらどうかという意見が一部にありますけれども、これは結局、

強制につながるわけです、それは絶対にやってはいけないと私たちは思っていますし、ま

た、そういうことをされたら、それは断固として拒絶するつもりなんですが、いわゆる兵

糧攻めでやろうというやり方ですね。今はとにかく金をばらまいて、とにかく金で釣ろう

という、まあ言葉は悪いんですけれども、そのようにいろいろと考えているんですけれど

も、今度はそれに乗ってこないところについては、逆に締め上げていこうと。これをやる

と、やはり非常にこれはフェアではないことになるわけです。本当の自己責任による必要

な決定ができないということになるので、それはやってはいけないと思います。 

 そういうふうに考えてみますと、どうも有効な手はないんです。住民投票というのは、

これは後から申しますけれども、ないわけではないんですが、住民投票をやると、逆に話

が整って、さあこれからというところに住民投票をやると、逆につぶれるケースが出てこ

ないとも限らないですね。住民投票というのは、これは諸刃の剣でありまして、本当に合



 

 

併にプラスになるのかマイナスになるのか。推進という立場をとるにしても、かなり危険

な賭けになるだろうと見ているわけです。ですから、もうあまり取る手はないんです。片

一方は１２月まで盛んにやれというので、今、週に１回ぐらいずつやっていますけれども、

なかなかいい知恵が浮かんでこないというのが現状ではないかと思います。 

 全国の現在の状況ですけれども、これはぼつぼつ各県で合併の基本的なプログラムとい

うものを決めて、合併パターンというものを決めて、これは市町村に示したりするという

段階にきていますけれども、正直いって、かなり県によって温度差があります。それはど

うしてかといいますと、県によっては昭和の大合併のときに大変苦労して、市町村の数も

３０、４０というところまで減らしたところもあるんです。私は出身が富山県ですけれど

も、私の叔父が昔に県におりましたころに、相当やはり汗をかいて、富山県の市町村とい

うのは現在３０いくつしかありません。それから、神奈川県も３０いくつかですね。大阪

府も合併して４０ぐらいですね。前の合併のときに、大いに汗をかいてやったところは、

それは一つひとつはないわけではないんですけれども、全県的にひとつのパターンをつく

ろうという動きはあまりないんです。神奈川県なんかは、いまだにそのパターンを発揮し

ていないということもあるわけです。 

 茨城県とか長野県というのは、これは昭和の合併のときには、いろいろな状況があって

あまり進まなかったわけです。かなりの１００近い、あるいは１００以上の市町村がある

という状況でして、そういうところでは、むしろ県議会あたりが中心になって、合併を前

から進めるべきだという方向で進めているところもあるわけです。長野県あたりは、これ

はやはり合併はなかなか踏み切れないというので、当面、広域連合をつくって、そして広

域で対応していこうというところが多いんです。 

 そういうことを思うと四国あたりは、やはり松山に対抗するために第二の都市をつくろ

うというので、かなり熱心に松山に対抗する第二の都市づくりのために進めているところ

もある。 

 これは非常に全国的に温度差がございます。ですから、なかなか全国一律に一斉になだ

れを打って合併をするという状況にはないだろうと思います。政治家は全国の市町村の目

標は１千といっていますけれども、とてもそんな具合にはならない。私どもとしては、誤

っているかもしれませんけれども、１００ぐらいの市町村がなくなればいいところではな

いだろうかという気もいたします。住民請求によって、合併協議会の設置が求められるよ

うになったわけですけれども、現在までに発議総数は８３件あります。３３地域に１４２

市町村なんです。ところが、８３の発議があったうちで６０が議会否決とか、いろいろな

事情があって、協議会の設置に至らなかったケースです。協議会の設置ができたのは２３

です。地域数でいいますと１１地域は協議会が設置され、２２地域は協議会設置にいたら

なかった。せっかく苦労して、そのような住民発議制度を入れてみたんですけれども、な

かなかこれはやはり期待したようには動いていない。最近はむしろ半々だと言われている

のですが、前よりはいくらか良くなってきているという状況だということですが、それで



 

 

も住民発議があって、すぐに協議会が自動的にできるという状況ではないわけです。これ

は全国的にいかに町村というのが、市はちょっと別です、市は周りの町村を入れて大きく

なりたいということで、市長会は別に反対していないのですが、町村レベルになりますと、

かなり拒絶反応が強いというのが実情ではないかと思われます。 

 県によっては、むしろ県がいろいろ出ていきたいのですが、県が出ていくと、かえって

合併促進にマイナスになってしまう。県はむしろ黙って見ているほうがいいんだというふ

うに言っている知事さんもいるわけです。ですから、自治省は昔だったら、指示一本でど

んどん進めろということをいったんでしょうけれども、最近は分権で特に法律に違反する

というか、指示不当なものについては知事は措置要求はできますけれども、今度は分権で

そういう手段を切ってしまったわけです。最近は、いろいろな通知がきています、そのよ

うな勧告状を受け取るしかないんです。それ以上の力を持つものではない。そこで市町村

も、やはりそういうことをいろいろわきまえていて、どうも自治省はいろいろなことを言

っても、昔のようには動いてくれない、動かない。場合によっては、国のいうことをはね

返すという時代になってきたわけであります。そういった意味で地方分権というのは、そ

ういう意味では効いてきたのかなという気がしないでもないということであります。 

 そこで、時間もだんだん経っていきますので、市町村合併の問題点というところに入っ

ていきたいと思います。 

 私は、市町村合併の基本原則で、一番最終のお話をいたしましたけれども、これはあく

までも自己決定・自己責任の自主合併でやりなさいということを、どこへ行っても申し上

げております。 

 今度の分権は上下主従から対等協力、地方自治は自己決定・自己責任でいきなさいと、

これが基本になっているわけです。そういう漢字で四文字の基本原則を実現するために、

われわれいろいろ苦労して、いろいろな仕組みをつくってきたということになるので、こ

れはあらゆる面で自己決定・自己責任というものは、地方自治の世界では貫かなければい

けないと思っているわけであります。ということは逆にいいますと、これは他人から強い

られるということではないわけで、特に、国や県が強制をするということは、これはやっ

てはいけない、それはもちろん分権哲学に反するわけです。現在、地方自治法に都道府県

知事が市町村合併計画をつくって、市町村に勧告するという制度が残っています。これは

昭和の大合併のときにそれを使って、勧告とは言いながらも、半ば強制的にやってきたと

いうことがあったわけで、今度はその条文は残っていますけれども、その仕組みは使わな

い。ぜいぜい協議会をつくるときに勧告を知事がするだけというところに下がっているわ

けです。前の勧告、合併計画を知事がつくって勧告するというのさえ、半ば強制だという

ので、それも今度はとらないということにしているわけです。そういった強制というのは

いけない、ですから住民投票を強制するというのもいけないと思うのです。やりたければ、

例えば田無、保谷のように、住民に聞いてみようということで、アンケート的な住民投票

をやってみると。これはそのように任せてもいいのではないかと思うのですが、どこかの



 

 

段階で、例えば、協議会で話がまとまらなかった場合に、住民投票で議会の議決に代わっ

て強引に決定してしまうといったやり方は、私は非常に問題があると思います。そして住

民投票というものを借りての強制というのは、これはやるべきではないと思っております。 

 ですから、そのへんはこれからどういう形になるか、住民投票といって入れるにしても、

入れ方が非常に問題になるわけです。今日の新聞に書いてございますが、昨日も地方制度

調査会で、相当その問題をめぐって、特に町村会の会長さんから、いろいろなご意見があ

って研究したわけですが、住民投票を入れるということになっても、その入れ方。どの時

期に、どういう形で入れるかということは、もう少し詰めてみないと、そう安易に万能の

物としてこれを使うわけにはいかないということかと思います。 

 それからもう一つは財政面での制裁、これもいけないということだと思います。これは

確かに今の制度では、交付税にしても国保の補助金にしても、ひとつの小さいながらも所

帯を構えているほうが有利なんです。特に、農水関係とか港であるとか離島であるとか、

そういうところになりますと、やはり合併してしまうと非常に不利になってしまう。一所

帯を構えているほうが、そういうものを対象にして手厚い補助金がくるという状況にある

わけです。それが、やはり結果、合併に踏み切らない理由ではないかと。そうであるとす

るならば、むしろ合併しなければ交付税を減らすというような、あるいは補助金を減らす

というような、そういう措置をとったほうがいいのではないかという意見が一部にありま

す。それはしかし財政面からの、先ほど申し上げましたように兵糧攻めであって、表面か

らの強制ではないんですが、やはり江戸の敵を長崎でというような形になりますから、そ

れはやはり一種の広い意味での制裁措置になってしまうのではないかと思います。 

 アメリカは、貿易上いろいろな不利があった場合に、いろいろな国を相手取って制裁措

置をとったり、あるいはテロリストをかくまっている国には経済制裁を科したりするわけ

ですが、これは国内では、そういう措置はなかなかとれない、とるべきではないと思いま

す。 

 そこで、これは皆さんにお考えいただく上で、参考になればということで、次に、市町

村合併のプラス面とマイナス面ということを、少し考えてみるべきではないかと思います。 

 これは自治省の合併推進のフォーラムなどで、メリットばかりいろいろと主張して、そ

ういう合併の障害になる要因は何かという形で、障害になる要因をなくしていくという論

法をとって話を進める方が多いのですが、私は、合併にはメリットもあればデメリットも

あると。メリットは同時にデメリットにつながっているという問題も実はあるんです。そ

ういうことをやはり十分に住民の方々も関係者の方々もお考えになって、バランスのとれ

た公正な判断をしていただきたいということを申し上げるわけであります。 

 ただ、このプラス面、マイナス面というのは、これは全国どこに行っても同じというこ

とではなくて、その地域が置かれている状況によってみんな違うわけです。例えば、大都

市周辺、東京は２３区というのがあって、これは基礎的自治体になりましたけれども、２

３の区があるわけです。これは実際に市並みの基礎自治体になっています。私は、東京２



 

 

３区だと、もう少し合併したほうが本当はいいのではないかと思うのですが、なかなかこ

れは動こうとしないですね。それから、１つの団地について３つの町村がまたがっている

というところもあるわけです。大都市なりの周辺部、中・小都市、農山村部、離島過疎地

域、これはみんな違います。今、市町村のいろいろな役割、市町村の状況も非常に多様化

してきている、府県の状況も多様化してきているわけです。奈良は人口８千人で、一律に

義務教育を実施できるという標準があったわけですけれども、最近はそんなことはいって

いられないわけです。過疎・高齢化も非常に進んでいる。村によっては、閉村寸前のとこ

ろもある。いずれは三宅島みたいに、人が一人も居なくなってしまうということが、人口

１００人ぐらいの村が四国とか中国山脈の真ん中に出るかもしれない、そういう状況のと

ころもあるわけです。ですから、一概には言えませんし、全国さまざまであるということ

です。 

 これは日常生活圏と行政圏域は一致すべきであるといったような考え方が前からあるわ

けであります。これは確かに農山村地域になると、そういうのが必要であるということが

あるかもしれません。 

 現在、団地などについて見ると、先ほど申しましたように１つの広い団地が３つぐらい

の市にまたがっていて、学校とかごみ処理などの状況がみんな違う。同じところに住んで

いながら、非常にサービスの度合いも違うし、むしろこちらのほうの市役所が近いのに、

こちらに行かなければならないとか、非常にそういった面で不便であるというところもあ

るわけです。 

 最近、保谷・田無というのが合併して西東京市になるということですが、ああいうとこ

ろについては、やはり区域が非常に狭くて人口だけが多いということもありまして、それ

は一緒になったほうが、日常生活については生活圏と一致する、もう少し利便性を高める

ということになるのではないかと思います。 

 そうかと思いますと、広島市は政令指定都市ですが、そこに府中町というのがあるので

す。これは飛び地といいまして、真ん中に囲われた形で残っているんです。これはどうし

て残ったかといいますと、今はちょっと左前になっていますけれども、マツダの自動車工

場があって、非常に莫大な固定資産税があるわけです、一口に言うと金持ちなわけです。

金持ちなものですから、これは合併してしまうと、全部その金が広島市へいってしまうと、

自分はこのほうがいいということでしがみついているわけですが、そういうところもある

んですね。そういうところに住んでいる人は、実際には広島市の中にいながら府中の町民

だということで、非常にこれは不便を感じているというのが確かにあります。 

 それから、よくありますと県境合併といいまして、県境にわりあい大きな市が２つある

わけです。お互いに行ったり来たりがあるんだけれども、県としてみるとお互いに辺境な

ものですから、お互いに冷や飯を食わされているわけです。それならいっそ、冷や飯を食

わされている同士で一緒になって見返してやろうと。こういった動きもないではないので

す。全国でもいくつかそういうところはあります。ヨーロッパでも、やはり国境を越えて



 

 

そういう市がお互いに提携をして、同じような地域の活性化を図っているというところが

あるわけです。 

 県境をまたがる合併ということになりますと、県の区域が変わってしまう。それは県会

議員の選挙区も変われば、国会議員の選挙区も変わるということになるので非常に難しい

いんです。私はそういうところは、むしろ住民投票で決めるのが一番いいのではないかと

思っていますが、県境を越える合併というのは、住民にとっては非常に利便性が高まるん

ですけれども、なかなか難問中の難問で、そう簡単にはいかないケースだと思うんです。 

 次は、行政サービスの高度化、多様化ということで、どういう高度化、住民サービスが

維持・向上されるのかということですけれども、合併をするとサービスの選択の幅が広が

ると共に、現在のサービス水準を確保しながら、より高い水準のサービスを受けられると

いうことが言われております。具体的には、例えば、従来採用が非常に難しかった専門職

ですね、社会福祉士、保健婦、理学療養士、土木技師とか建築士という専門職の方の採用

や増強が可能になる。さらに医師などによる専門チームを組織できて、実用に応じたいろ

いろな医療のサービスができる。さらに、小規模市町村では設置が困難な都市計画、当地

などは全部一緒になると人口が７万人近いですから、全部都市計画区域に入ります。単独

では都市計画の区域になっていないところも、合併すれば都市計画法に入ってくるという

ことで、都市計画の対象になる都市施設ができるということがあり得るわけです。それか

ら、国際化・情報化に関するいろいろな施策、助成に関するいろいろな施策、そういう専

門の組織職員をおくことができるといったことが言われているわけであります。 

 しかし、合併すれば常にそういうサービスが良くなるかというと、必ずしもそうではな

いわけで、例えば、非常に広い山間部を抱えているところ２つが一緒になっても、そこに

バラバラと人が住んでいると。私は富山県ですけれども、立山アルプスのところは非常に

広い町村が２つあります。仮にこれが一緒になっても、これはもうべらぼうに広い区域を

対象にしなければならないわけです。そこは集落の再編などは進んでいませんから、山の

中にポツポツと人が残っているわけです。これは一緒になって、さらに区域が広がってい

くと、行政サービスというのはどうなるんだろうと。車で行っても片道で７時間も８時間

もかかるようなところなんです。かえってサービスが低下するということも起こり得るの

ではないか。さらに、いろいろな施設が整理されてリストラされると、身近にあって利用

できた施設がなくなってしまうということも考えられるのではないかということがあるわ

けで、合併は必ずしも行政サービスの高度化・多様化に常につながるということにはなら

ないということがあり得るわけです。 

 次は、重点的投資の基盤整備で、これは投資ということになると、各市町村がバラバラ

に同じようなものに投資していくと、どうしてもすぐばらまくという形になってしまう。

それぞれが一緒になってしまった場合には、もっといいものをどこかにドカンと重点的に

置くことができるのではないか。その場合には、やはり一市町村だけでなくて広域的な視

点に立った、例えば、道路とか公共施設とか、あるいは土地利用とか環境・水ですね、あ



 

 

るいは観光業ということを広域的な視点に立って重点的に投資をするということもできる

のではないかということで、重点投資による基盤整備が可能である。 

 さらにそれと同じことですけれども、広域的なまちづくりが可能である。例えば、高速

道路が１本通ってきたと、当地域もそういうことが将来あるのですが、それを中心にして、

一体化したまちづくりというものをやることによって、外からいろいろな企業の進出を求

めるとか、あるいは若い人の働き場所をそこでつくっていくとか、外部との交流が高まっ

ていって、全体として地域が活性化していくといったメリットは、確かに、その気になっ

てやればやれるだろうと思います。 

 それから、行財政の効率化、これは今、６つか７つの財布があるのが財布が１つになる

わけです。ですから、財布が１つになると、やはりその使いみちというのは、おのずから

一番いいところに使う、一番効果があるところに使うということになるだろうということ

で、具体的には、総務・企画といった管理部門の効率化が図られて、その人数が減ってい

くと。その人たちを住民の直接サービスのほうへまわすと、サービスのほうにもつながっ

ていくだろうと。あるいは、三役や議員、各市町村におかれている委員会、審議会委員、

事務局の職員の総数が減少して、人件費が節約されるだろう。あるいは、今まで施設配置

は広域的な視点からの配置になっていなくて、各市町村が１セット、お隣があるんだから

自分のところも造ろうという形で重複しているようなものができているというところもあ

るわけですが、そういったスポーツ施設、文化施設が効率的に配置されて、住民は車など

で広い区域で生活しているものだから、そういう形で重複はなくなって効率的な利用がで

きるのではないか。あるいは最近、電脳政府ということがいわれていまして、行政の諸手

続きとか書類というものを電子計算機、コンピューターで機械的に処理していくという時

代になっているわけです。そういうときに、それぞれに置くよりも、やはり１本にして端

末にしたほうが、より行政の効率が図られるのではないかということをいろいろいわれて

いて、行財政の効率化と。ひいては地域の活性化というものにつながるということが強調

されております。 

 今ちょっとお話したように、そういうプラス面は同時にマイナス面も、それと一緒に伴

っていると。また、マイナス面の裏には逆にプラス面もあるということになるので、なか

なかこの判断は難しいわけです。 

 今ここでメリットとして主張されている点は、本当に実現されれば、それは確かにその

とおりだと思うんです。ですから、本当に実現されれば、それは非常に結構なんですが、

ただ、１０年後、２０年後にどうなるかということになると、今の日本というのは非常に

万事不透明な世界です。もう５年先がどうなるかさえ読めないんです。だから、絶対に良

くなるという自信があって、この地域が発展するという自信があれば、それは原動力のた

めに一緒になってポテンシャルをつけていくということは非常にいいと思うのですが、そ

の見通しが漫然と合併するということになると、これは後になって大きな負担になるとい

うこともあるのではないか。私はよく言うのですが、やはり人間だって、やはり離婚がで



 

 

きるわけですよね。だから、市町村合併だって、やってみるのはいいけれども、１０年経

ってうまくいかないという場合には、それは住民投票で分離するという手続きがあっても

いいのではないですかと。それは、あまり使うことは奨励しませんけれども、結婚してみ

てもどうもうまくいかない、やはり自分は一人暮らしのほうがいいということが出てくれ

ば、そういう自決権を尊重するために、そういう手続きもあっていいのではないかと。そ

ういうのがあれば、ある程度、安心して合併するところもあるのではないかと。これは反

面、冗談めいたことを言っているわけで、自治省はなかなかそういう話には乗ってくれな

いのですが、そういうことまで考えたほうがいいだろうと思っています。 

 そこで次に、マイナス面ですが、私は、市町村というのは地域共同体であって、住民に

身近な存在なんです。これは法人とするということで人格を持っています。その人格の背

後には、歴史と伝統というものがあります。それから同時に、住民意識、住民感情という

ものがあるわけです。それぞれにユニークな地域生活というものを行ってきたというのが

日本の市町村だと思うんです。これはアメリカみたいな植民地の人が勝手に行ってつくっ

たというところと違うわけです。やはりヨーロッパでもそうだと思うんですが、非常に歴

史と伝統がないところなんです。 

 合併をしますと、そういう地方自治の基本である共同体の一体性というのが崩れてしま

うのではないか。日本全土が地縁的共同体ではなくて、都会などは利益を中心にしたひと

つの共同体になっていますけれども、日本ではまだまだそういう地域の地縁的な共同体と

いうのがかなり強いわけです。それが合併をすると崩れてくると。それは地方自治の基礎

を崩すということになりかねないので、だから強制はいけないと私は言っているつもりな

んです。 

 もちろん非常に近隣の人は、昔から郡単位で、同じ班で一緒に苦労して長くやっていま

すというところは、合併してもうまくいくだろうと思いますが、日本の場合には、どうも

お互いにお隣同士の町村が仲が悪いというケースが少なくないんです。特に、漁村部と農

村部と山間部というところを１つの町村が抱えている場合に、やはり漁村部と農村部、農

村部と山間部、山間部と漁村部というような、こういうところは非常に地域の対立が強く

て、原子力をめぐるいろいろな紛争などを見ていますと、むしろ安全の問題の不安という

ものもさることながら、そういう地域間の住民の感情の違いというものが、地域性の問題

と一緒になって、原発反対運動になっていくというケースも少なくないんです。日本の社

会というのは、まだまだそういった意味では、いろいろな複雑な社会になってきていると

いうことだと思います。 

 次は、合併しますと行政の中枢が住民から遠くなる。市町村と住民は身近な基礎的自治

体なんですが、これは一緒になりますと、どうしても遠くなってしまうんです。遠くなら

ないように、支所をたくさん置くということになると、これは何のための合理化の合併を

したんだということになってしまうわけです。 

 それからもう１つは、周辺部が寂れるあるいは編入合併の場合には、中心都市にのみ込



 

 

まれてしまうといった心配があるわけで、これは当地区においても、それはあるんだろう

と思うんです。それから逆に、私の富山市なんていうのは中核市になって、現在、人口３

０万人以上あります。昔は、富山市、高岡市というのが、だいたい人口２０万人そこそこ

でバランスを取っていたんです。今は富山市が非常に大きくなって、それがだんだん高岡

市のほうに住宅団地がにじみ出してきたわけです。そうなりますと、そこで合併したとこ

ろが全部富山市のほうにのみ込まれてしまって、市街化の一環をなしてしまったわけです、

同化してしまっているわけです。そういう場合には、周辺部は寂れるという話はないんで

す。ところが、周辺部が寂れるというのは、合併したけれども自分たちの代表してくれる

政府がないものですから、結局、自分たちの意向を反映する道がない。そこで道路にして

も下水にしても、さっぱりできないという不安感があるわけです。それを解消するために、

地域審議会というものをつくったりしたわけですが、これも果たしてそれだけの力がある

かないか、新しい市の足を引っ張るだけではないかという意見もあるわけです。 

 次は、合併するとメリットとして、将来は発展し、活性化するということだったわけで

すが、そういう保証ははたしてあるのかというと、これはなかなかあるとは誰も言い切れ

ないし、これは立地条件によってかなり違うと思うんです。将来、こういう道路や新幹線

が来ます、あるいは周辺にこういうことが来て、それに伴ってこのへんはこうなりますと

いう見通しがはっきりしていれば、それに乗って立地条件を生かして発展していくという

道があるわけです。そのようにして発展してきた都市が、突然のバブルの崩壊などで非常

に寂れてしまったというところもまたあるわけです。だから５０年先の見通しというのは

全然できないというのが、むしろ正確なところではないかと思います。 

 さらに、これは経済動向のいかんによって大きく変わるということもあるわけです。一

応、新市町村建設計画というのをつくって、それはいろいろな夢をちりばめた立派なもの

をつくるんでしょうけれども、果たしてそれはいつまでもつものなのか、そのためにどれ

だけの金がいるものなのかということをいろいろ考えてみると、なかなかそれは４０年５

０年先にも、これがちゃんと実って立派なものになるという保証はどこにもないというこ

とになるわけです。 

 次は、住民に身近な施設はいろいろあるのですが、これがだんだんなくなってしまうと。

住民に身近な施設だけならいいのですが、今、地方の市町村にまいりますと、町村を中心

にして、町村というのは一番雇用の大きな源になっているんですね、ほかに産業があまり

ない。私も、よく四国の山の奥の村などに行って泊まったりしていることがありますが、

そうすると一番大きな雇用先は役場なんです。あとはわずかにポツポツある産業というの

は、役場に物を納めているとか、そういう関係の商業とか建設業というものになるわけで

す。言い方は悪いんですが、役場中心になって、役場にぶら下がって生活をしている人と

いうのはかなりあるんです。その役場が全部合併してなくなってしまうと、これは小さい

地域の経済が根こそぎ変わってしまうわけです。おそらく、そこには林業組合とかいろい

ろな団体があるわけですが、そういうものも一緒に合併すればいいのですが、やはり残っ



 

 

ていると、しかし役場がなくなってしまったということになると、やはりこれは非常に大

きな影響があるわけで、そういうことも考えていかなければいけないということです。 

 合併はどうしてもリストラだと単純にいわれているのですが、リストラがありますと人

的サービスが低下してくるわけであります。ところが最近では、対人的なサービスという

ものが非常に必要になってくるわけです。そういう今度は管理部門の人は必要ないという

けれども、私はそうではないと思います。やはり、これからの市町村を発展させるという

のは、企画部門が一番大事なんです。民間企業でも、真っ先にリストラをやるときには、

そういう企画部門の人の首を切ってしまう。企画部門の人の首を切ってしまいますと、こ

れはその会社は発展する余地はないんです、そういう会社はつぶれてしまうわけです。企

画とか総務というのは、これはいろいろな新しい行政システム、情報公開、個人情報の保

護、行政手続き、事業評価など、そういうあらゆる行政に共通の、これからの分権システ

ムを動かしていくために、共通のいろいろな知識を持って頑張っていかなければならない。

そういう部門がなくなってしまって、全部それがサービスのほうにまわってしまったので

は、これは本当にいい行政はできないということになります。 

 私は、国は小さい政府でもいい、県も小さい政府でもいい、しかし、市町村はやはりサ

ービス中心で住民に身近な団体ですから、市町村は大きな政府にならないと、これはおか

しなことになるんだと。まさにそれが分権なんだと私は思っています。世間で言われてい

ることとだいぶ違うかもしれません、私の考え方はそうです。 

 それからもう１つ、これは前からいわれていることですが、財政力の弱い小さい町村同

士が一緒になっても、これは赤字会社が１つになってプラスになるということはあり得な

いと同じように、かえってひどくなるのではないですかと、ちっとも財政的には改善され

ないということになるわけです。合併というのは、今までのいろいろな経験に照らしてみ

ても、非常に莫大な経費がいるんです。しかも、合併協議で合併の協定をつめるまでには、

これは大変な努力とエネルギーが必要なんです。そういうところで合併をするための条件

として、表に出てこない、いろいろな裏の条件が付きます。これはある市の合併の例です

が、合併をするについては水道をもってきてほしいと、水道がないところなんです。結果、

山を越えて水道管をそこへもっていくというのが合併の条件だったらしいのですが、その

ために数百億円の金がかかったといわれています。そして合併は経済の盛況になりますと

いうことですが、私は決してそうではないと思います。立ち上がり段階では、そういう納

得するための金がかなりかかるし、すり合わせが非常に難しいんです。というのは、やは

り負担は一番低いところにそろえる、サービスは一番高いところにそろえるということに

なるわけです。その差額は全部負担しなければならないということになるわけです。 

 最近では、各市町村が相当大きな赤字を抱えています。そこで、合併の協議を詰めてい

けばいくほど、今まで隠していたような借金などが表に出てくるということになる可能性

はあるんです。特に、市町村第三セクター、これは軒並み非常に状況が悪いわけです。そ

の状況は悪いから公開されていないわけです。話をつめていくと、やはりそういうものが



 

 

表に出てくる。その借金は誰が面倒みるんだということになってくるんです。国が公的資

金で助けるというのは、これはもちろんいけないだろうと思います。そうすると結局、合

併した後の市町村が負担するのではないかと。そうすると、これは一体どういうことなん

だということになりかねないわけです。合併協議会で話をつめていけばいくほど、そうい

ういろいろな問題が出てくる。そういうことで最終的に協議するということは、これは国

際条約と同じような難しさがあるわけです。そして、合併で決めたことは実行していかな

ければならないわけですから、これは合併協定というのを実際にはつくっておりますけれ

ども、これが非常に大事なわけなんです。そこにいくまでには、本当に何百回もやり取り

を重ねて、住民の方とも最近はやらなければならない、だから大変なエネルギーがかかり

ます。私は、そんなエネルギーを今かけるのだったら、もっとそれはほかのところにかけ

て、もっともっと力を強くしたほうがいいのではないかと思ったりしているということで

あります。 

 とにかく、やはり各地域によって、それぞれの状況が違いますので、私が申し上げたこ

とも、この地域に全部あてはまるとは限りません。この地域では、そうすることによって

これはメリットのほうに転換するということも、もちろん可能なわけなので、そこは各地

域の状況をそれぞれ判断されて、プラス面とマイナス面をバランスよく考えて、その上で

十分な情報をもって決断をすると、これが一番大事なことではないかと思います。 

 それから次は、広域連合との方式によるだいたいの可能性ですが、この地域は、いろい

ろな資料を拝見しますと、広域行政組合これは複合事務組合かと思いますが、広域行政組

合をつくって一緒にやってこられたという実績が非常に長いわけです。だから他の地域と

は違って、今初めてそういう行政との協力関係が生じたわけではないということがよく分

かるわけです。 

 これは広域連合という制度があって、これは私が仕組んだ制度なんですが、これはもと

もとは都道府県レベルでなかなか府県が合併しない。しかし、府県の区域を越えていろい

ろな問題があるでしょうと。例えば、東京湾のいろいろな問題というのは千葉県、神奈川

県、東京都ですね、そういうところの問題があるわけです。それから、海岸の管理などに

なりますと、これは府県を越えてやらなければならない問題が非常にたくさんある。そこ

で府県を越えた問題については、なかなか府県合併というわけにはいかないから、広域連

合という組織をつくって、一緒にやったらどうでしょうかというのがこの制度で、この広

域連合の本来の狙いは、これはヨーロッパでやっているＥＵ方式なんです。個々の国は独

立していますが、共通の問題はそこで方針を決めて、決めた方針には全部従っていく、こ

れが新しい時代のやり方なのではないかと。それは単純に合併するという方式は、あまり

うまくいかないので、将来、欧州合衆国みたいなものになるかもしれませんが、やはり当

面は、そういう形でみんなが協調しながら共通の課題は解決していくというのが一番いい

のではないかというので、それでＥＵ方式、これは横社会の対等な当事者間の横の連携で

行政課題を解決していくので、広域連合というものを考えたわけです。 



 

 

 これについては、どういう組織形態をとるとか、そういうことはもう少し地方公共団体

が自主的に考えればいいので、もっと弾力のある制度にしたほうがいいのではないかと考

えたのですが、これは法制化する過程で、法制局と審議をするときに、いろいろな横やり

が入って、最終的には組合の意識になったわけです。議会を置くとか長を置くとか、選挙

でやるという形になってしまって、非常に堅い制度になりました。できてきたものを見る

と、どうも責任の所在がはっきりしないし、屋上、屋を架すような感じもしないでもない。

住民統率が薄いという形のものになってしまったわけで、それでもこれは活用して、合併

をなんとか逃れようということで、広域連合で急場を静めていこうというところもありま

す。これは現に、長野県あたりは、かなりそういう方式をとられているというのは先ほど

お話したとおりです。それから合併の動きが進んできて、急に広域連合がたくさんでき始

めたというところもあるわけです。ですから、今の合併を少し回避するための手段として

使われているということもありますけれども、今の広域連合の制度はあまりよくありませ

ん。当初、考えたものとは非常に違った形になっていますので、このへんをもう少し使い

やすくて、もっと無難な制度にするということをもういっぺんかんがえてみるべきではな

いかと思います。 

 次は、やはり地方自治というのは、これは結局、役場や議員さんの自治ではないので、

結局は地域の住民なんです、住民の自治でなくてはならない。住民の意向を受けて、市町

村という基礎的自治体が国から独立してやっていくと、その基礎にあるという住民の自治

でなくてはいけない。そこで結局、これからは地域の団体とか企業とか住民とか、そうい

う方と十分に話し合って、そういう方に十分に情報を提供し、公開して、住民全体のレベ

ルで合併の可否というものは、どこへ行っても話題になるわけです。しかも、それはあい

つは賛成派だとかあいつは反対派だというようなことで差別をしたりするということがな

いように、フランクにそういうことの当否をお互いに話し合える、そういう形にもってい

くのが一番いいんだろうと思います。 

 これは住民自治ということで、住民自己決定ということになるわけですが、最近では、

ＪＣとかの民間団体が非常に活発に動きまして、住民の発議の基になっておりますけれど

も、地域によっては、そういう若い人が動くことによって、今度は古い年齢の人が逆に反

発をするというケースもあるので、なかなか日本の地域というのは難しいなという感じが

いたします。 

 そこで最後に、終わりにということで、いくつかの感想を簡単に申しますけれども、や

はり合併するかしないかということだけが、地方の政治や行政の争点になってしまったの

では、これは今抱えているいろいろな問題がたくさんあるわけですから、そういう問題が

飛んでしまうわけです。やはり合併は、長い目でいろいろと議論していかなければなりま

せんけれども、決して合併に可か否かだけが、毎日の住民の関心になってはいけない。そ

ういう方向で市町村政を運営するということになると、肝心の問題がどこかへ行ってしま

いますよということをひとつ申し上げたいと思います。 



 

 

 第２に、国のほうでは省庁でもこれは数を減らして、たくさんあった官庁が１府１２省

になったではないかと。企業も今は血が出るようなリストラをやっています。昔の大企業

というのは、みんな合併して、ものによっては外資系の傘下になっている。市町村だけが

３，２００という形で何も動かないというのは、その時代の動きから外れているではない

ですか、とこういう主張が非常に強いのですが、私はこの主張は全然間違っていると思う

んです。というのは、中央省庁というのは、国民の地盤というものは全然ないんです。市

町村は、やはり住民に身近な、住民から選ばれた政府である。中央省庁は、これはそうで

はないんです。だから、そういうものを全体として効率化するために量を減らすのは当た

り前のことだし、企業のリストラというのは、これはやはり利益を上げるためですね。企

業というのは利益を上げるために活動しているわけで、企業というのは不採算部門があれ

ば、どんどん切り捨てるんです、一番儲かっているところに主力を注ぐ、これは企業の一

般的な原則です。それをやらなかったら責任を問われる。ところが、行政は法律について

いろいろな仕事をやらされている、しかもそれは必要がないものもありますけれども、や

はり法律が悪いんです。住民が求めている以上、どんなにつまらない仕事でもやらなけれ

ばならない。それはつまらないとか、これは時代後れということで、勝手にやめてしまう

わけにいかないという仕組みを持っているので、企業のリストラとは非常に違うというこ

とです。 

 全国は３００とか、全国１千という形で、一律に上から政治が求めるのは、これは分権

とおおよそ縁のない国家再編成なんです。決してこれは民主的な方法ではないと思います。 

 最後に申し上げたいことは、やはりいくら自治省が笛を吹いても、また、県がいろいろ

勧告しても、おそらく合併に乗ってこない、合併が成功しないところはたくさんあると思

うんです。あるいはまた、合併に初めからなじまない山間部の町村、離島の町村というの

はあると思います。そういうところは一体どうするのか。あなたがた合併に乗ってこない

から野垂れ死にしなさいということにするのか、あるいは、そういったことも住民の基礎

的自治体として、住民がいる限りは市町村がなくてはいけない。そういう市町村というの

は、どういうふうに考えていくのか。これは場合によっては、仕事をうんと減らして、組

織などは面倒くさい組織は置かないで簡素にやっていくと。そして足りない行政がもしあ

るとすれば県が補完したり、周りの都市が補完する。あるいは場合によっては、ほかの自

治体が信託統治みたいな形で、一時期自治権を預かるという方式があるかもしれないです

ね。そういうことも同時に考えていかないとだめなので、合併で市町村は大きくなりなさ

い、数を減らしなさいというのは、ちょっと私は少し一方的すぎるし、本当の市町村のこ

とを考えていないということになるのではないか。これから、そのような小規模町村、合

併に耐えないような小規模町村、あるいは合併しなかった町村、そういうものをどうする

かということを、もっともっと国としても真剣に考えなければならないと思います。いず

れ高齢化が進行すると共に、必ずそういう時代が近くやってくるのではないかと私は思っ

ております。 



 

 

 非常に雑駁でお粗末な話でございましたけれども、一応、私の話はこれで終わりまして、

ちょっと時間が２～３分超過して申し訳ございませんでしたが、あと残っている時間は、

皆様からのご質問でもあればお答えしたいと思います。 

〇事務局長（大久保一千代君） 

 先生には、貴重なお話を大変ありがとうございました。 

 ここで皆様から、先生に質問があれば、若干の時間をとりたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

〇若草町議会議員 

 先生の日頃の活躍には大変敬意を表しております。 

 今日、ぜひともお伺いしたいと思いますのは、今、僕らの６町村の合併論議の中で、口

を開けば地方分権の受け皿としての合併ということが言われるんです。先生のお話では、

受け皿というのはちょっと私は気にいらないんだというお話がありましたけれども、考え

てみまして、先生が部会長をされております地方分権推進委員会でも、かつては市町村合

併は、地方分権とは別問題だからといって、ほとんど取り上げられていなかったと思いま

す。それが最近、とみに地方分権といえば市町村合併だというような傾向になってきてい

ると思います。 

 先ほど先生のお話の中で、とはいっても、地方分権推進委員会の中でも、推進の人は少

数で、多くは慎重な立場なんだということもおっしゃられましたけれども、改めて地方分

権ということと市町村合併というのは別問題ではなかろうかと僕は思いますが、そんなお

話を少し聞かせてください。 

〇講師（成田頼明氏） 

 私は、基本的にはおっしゃるとおり別問題だと思うのですが、まったく関係がないとい

うのも、ちょっとそうは言い切れない面があると思います。お互いにそれは関係付けて進

めようとする人がいるということで、分権推進が全般に、先ほど申しましたように、市町

村合併と府県合併という話が取り上げるまいということでいろいろやってきたのですが、

これはご承知のように分権委員会では、結局、国の従来の機関委任事務というものをなく

して、自治事務、法定受託事務に振り分けたわけですね。同時に国の関与を非常に大きく

切っていったと、これが今度の分権の内容なわけです。ところが、それがかなりそれなり

に成功したと思うので、これは各省庁の役人とも、連日ひとつの仕事に全部やったわけで

す。その結果そういうことになって成功したのですが、それが一通り終わったところで各

省庁から、今度は自分たちが権限を譲ったんだと。今度は、やはり譲った権限をちゃんと

こうしてもらうようなことにしてもらわなければ困るんだというので、省庁からもやはり

町村合併をどんどんやれというんですね。自分たちは妥協したが、今度はお前の番だよと

いうことで、町村合併を求める声が非常に強くなってきたということ。 

 それから、もう１つは政治サイドで、これははっきりは申しませんでしたが、一つは小

選挙区制がとられたわけです。従来の中選挙区制と違って、やはり１つの選挙区で１人し



 

 

か当選をしない。そうすると、やはり小選挙区といってもいくつかの町村が分かれている

わけなので、そこでいくつもの町村で支持組織をつくらないと当選をしないわけです。こ

れは非常に大変であるし金もかかる。そこで全国３００区というのは、３００市町村とい

うのは、おそらく選挙区の数にだいたい合わせた数だと思うんです。たまたまこれは初め

て、そういう比例代表を含めて小選挙区制が入ってきた。これがやはりそういう動きがき

っかけになったと思います。 

 それから最近、政治サイドが非常に強く地方分権をいっているのは、これはやはり、こ

れから公共事業と財政再建が非常に大きな問題になる。国民の公共事業に対する批判など

も非常に強いわけです。そこで国に財源を仮に移譲するにしても、国の事業の合理化を図

るにしても、市町村というのは、非常にそういった意味では能率が悪い。都会からとった

税金が全部地方へ回っているという不満が都会にあります。そういうことで都会では与党

が勝てない。次の参議院選挙に勝つためには、やはり都会でも地方でも多数をとらなけれ

ばならない。そのために、やはり無駄な金を使っている地方公共団体をもっと締めていか

なければいけないという発想が非常に強くて、無駄金を使わないようにするためには、や

はり合併がいいんだということを言い出しているということだと思うんです。 

 それから産業界は、毎回これは企業は血が出るようなリストラをやっているのに、市町

村は全然その気はない。全国３千いくつかの市町村があって、これは漫然として運営をし

ているという考え方が非常に強いです。そういう中央省庁と政治と産業の３つの力が一緒

になって、初めはそんなに踏み込むつもりはなかった問題に、だんだん踏み込まざるを得

なくなってきているという状況だと思います。 

 それ以上の強制というものをやるのだったら、これは政府は自分の責任でやると。ある

いは議員立法でやりなさいということになると思うんです。ただ、あまり変なことをやる

と、これは違憲だということで、訴訟で争うことになりかねないのです。 

〇事務局長（大久保一千代君） 

 ほかに何か質問ありますか。 

〇八田村４号委員 

 先生の先ほどの説明で、合併のプラス面とマイナス面というのをおっしゃられたのです

が、ここに書いてあるプラス面とマイナス面が、まるっきり逆に書いてあるだけなんです。 

 例えば、地域の活性化がプラス面であって、これが将来にわたって活性化・発展する保

証はないと。こういう相反するように書いてあるのですが、実際に先生が合併についてど

のように具体的に反対なのか、今の段階ではどちらとも言えないのか、そのへんの真意を

お聞かせ願いたいと思います。 

〇講師（成田頼明氏） 

 これは賛成とか反対とか、単純な問題ではないと思います。 

 私は、東京２３区などは、もっと合併してほしいし、合併を推進すべきだと思っていま

す。それから、東京周辺のいろいろな三多摩あたりにもかなり小さな市がありますが、そ



 

 

ういうところは合併したほうが合理的であると思われるものもいろいろあります。そうい

うところで住民がもし合併したいというのであれば、それは私は別に反対する必要がない

のですが、全国一律に考えていくと、これはやはり全体については地域によって事情が違

う、地域の実情に応じて地域のことは考えてくださいというのが私の考えです。 

 ですから、それを国が強制したり誘導したりするようなことをあまりするのは、賛成を

しないということです。 

 メリット・デメリットは、これはやはりそれぞれ先ほど申しましたように、メリットと

デメリットはくっついているんだと。メリットだけを強調するのは一方的であって、メリ

ットの背後には、必ずデメリットがくっついていますよと。それは個々の問題について、

やはりそれぞれの情報というものを持ちながら、適正に判断してくださいということを言

いたいわけです。地域で、ここに上がっていないような問題もたぶんあると思います。 

 一番最後は、やはり新しい市町村の名前をどうするかということ、役場の位置をどうす

るかということ、そういった問題が非常に大きな政治問題になって、大宮などもそれでか

なり燃えたわけです。最後のそういう地域の政治問題までいってしまうと思います。 

 また、当地にも推進派の方もたくさんいらっしゃると思うので、推進派の方に決して、

無駄だからやめなさいということを申し上げているわけではないのです。ですから、私は

賛成派とか推進派ということではなくて、やはり推進、推進と言っている立場には、いろ

いろと問題があるんだよということを申し上げたいということです。 

〇事務局長（大久保一千代君） 

 それでは、質問もまだあるとは思いますが、先生は甲府駅の電車の時間が決まっており

まして、そちらのほうへ行くということでありますので、以上で質問を打ち切らせていた

だきます。 

 先生には大変ご多忙の中ありがとうございました。 

 今後ともよろしくお願いします。 

（ 拍 手 ） 

 それでは、もう一度、大きな拍手で先生をお送り願いたいと思います。 

（ 拍 手 ） 

 以上をもちまして、予定いたしました市町村合併を考える講演会を終了いたします。 

 ご協力、ありがとうございました。 

 なお、事務局からお知らせいたします。 

 大変、お疲れのことと思いますが、しばらく休憩時間をとりまして、第４回の合併協議

会を行いますので、委員の皆様にはお残りを願いたいと思います。 

 ４時３０分開会としたいと思いますので、よろしくお願いします。 

休憩  午後 ４時２０分 

─────────────────────────────────────── 

再開  午後 ４時３０分 



 

 

〇事務局長（大久保一千代君） 

 それでは時間になりましたので、ただいまから第４回八田村、白根町、芦安村、若草町、

櫛形町、甲西町合併協議会を始めさせていただきます。 

 はじめに、当協議会の会長であります八田村の齋藤村長から、ごあいさつを申し上げま

す。 

〇会長（齋藤公夫君） 

 先ほどは講演会を開催いたしまして、合併協議会の委員の皆さんを含めて、各町村の合

併研究会の皆さん、それぞれの関心を持っていただいております諸団体の方々のご出席も

していただきながら、特に、今回は委員さんのご要望等々もありまして、前回は自治省の、

言うなればまさに推進的な立場の人のお話、今回は、学者という立場で中立的にものを言

っていただける方、どちらかというと批判もしっかり言っていただける方、こういう人も

いいだろうということでありましたので、私は、特にいろいろ考えましたが、実は全国町

村会そのものは合併に対してあまり前向きでない、会長が元々１千何人かぐらいの村の村

長でしたから、なかなか消極的であったことを覚えておりますので、町村会が頼む講師は、

おそらくそういう中立的な人ではないかということがありましたので、全国町村会を通し

て、今回の成田先生を紹介していただきまして来ていただきました。これも合併に対する

メリット・デメリットというものを知っておく必要があるということの意味で、皆さんに

もお聞きしていただいたということであります。 

 これから、第４回の八田村、白根町、芦安村、若草町、櫛形町、甲西町の合併協議会を

開催するわけでありますが、今まで合併協議会を進めてまいりまして、いわば今年あたり

は助走の期間ではないかということでありまして、しっかり勉強もしていただいたり、じ

っくり住民の意見も掘り起こしていただいて、来年度に結び付けていきたいと思っておる

ところでありまして、しかし、走り幅跳びも記録をつくるためには、やはり考えてみると、

この助走が一番基本であって大事だということが言われるわけでありますので、これから

さらに学習会あるいはまた検討会、研究会を進めていく上で、皆様方のより充実したご意

見を、そしてまた、建設的なご意見をお寄せいただければありがたいと思っております。 

 各町村それぞれ合併研究会を設置していただいて、実は、今年中の１１月、１２月の２

カ月の間に、各町村ごとに講演会を開催していただくことになっております。この講演会

は、合併協議会が主催した講演会ということで開催させていただきます。ただし、講演会

の当日の運営とかすべての面に関しては、それぞれの町村長さんに責任をもってやってい

ただくということになっております。もちろんその中には、合併協議会の皆様方、委員各

位が同じ立場で講演会を成功させていただいて、それぞれの町村の１人でも多くの人に、

合併に対する意味をしっかり勉強していただいて、認識をしていただいて、本格的な論議

を進めて、より良い方向が出せればと思っているところでありますので、そういう意味で、

これからの計画というものを、とりあえず皆さんにご報告させていただいたものでありま

す。 



 

 

 これから意見交換の時間を若干いただいております。 

 この意見交換につきましては、今まで、本日を含めて４回目になるわけでありますが、

合併協議会を進めてきて、来年度に対する考え方、あるいはまた、これから残された期間

の進め方、こういうことでご意見があれば、皆さんからもお聞きしたいと思いますし、ま

た、それ以外に合併にかかわるそれぞれの町村の問題等々がありましたら、本日ご意見を

お寄せいただければありがたいと思っておるものでありますので、そんなことで本日の合

併協議会を進めさせていただきますので、よろしくご協力をお願いいたします。 

 どうもありがとうございました。 

〇事務局長（大久保一千代君） 

 それでは、日程にしたがいまして進めさせていただきます。 

 意見交換会を始めさせていただきます。 

 会の進行は、会長であります八田村の齋藤村長にお願いしたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

〇会長（齋藤公夫君） 

 座ったままで失礼いたしますが、それでは、これから会議に入らさせていただきます。 

 委員の皆様方から、何かご意見等々がありましたら、ひとつ挙手をしてご発言願いたい

と思います。 

 いかがですか。 

 今日、聞いた講演と先日の自治省からの講演、あるいはシンポジウム等をとおして、い

ろいろとお感じになったこと、あるいはまた、町村ごとそれぞれ取り組んでいく基本的な

姿勢につきましてでも、もちろん結構でありますので、どうぞひとつよろしくお願いいた

します。 

 いかがですか。 

（ な し ） 

 ご意見がないようでありますが、なければ終らさせていただきますがいかがですか。 

 話が出なくて、このまま皆さんと向かい合っていてもしようがないですから、まだ、意

見が早いから今日はいいよということであれば、それでもちろんいいのではないかと思い

ますが、よろしいでしょうかそういうことで。 

〇八田村４号委員 

 ただいま会長さんのほうから、１１月、１２月は、各地区において講演会を開催すると

いうお話がありましたけれども、合併協議会の主催で行うということですが、その講演会

の先生は、どのような先生を予定しておられるかお伺いしたいと思います。 

〇会長（齋藤公夫君） 

 実は、この講演会をお願いする先生につきましては、一般町村民を対象として、もちろ

ん町村においては、もう講演会をした町村もあるかもしれませんが、公式に合併協議会と

しての講演会をするということは初めてであります。したがいまして、制度の問題とかあ



 

 

るいはまたこれからどうあるべきかとか、そのような問題を踏まえて、いろいろ中立的な

立場でお話をしていただける先生をということで予定しております。 

 実は、国の関係者はこれからの時期に入りますと、平成１３年度の予算等々で大変忙し

い時期でありますので、例えば、自治省などの方はもちろん無理でありますので、一般学

者先生を予定しておるということでありますが、ただ、各６町村の日程がはっきりしてこ

なければ、どの先生が都合つくかということがはっきり分かりません。願えることであれ

ば、やはり統一した先生がいいだろうという話はしております。ただ、県内の先生が来て

くれるであれば簡単ですが、例えば、東京とか県外から要請するということになると、町

村でやる場合、やはり夜間の時間を活用するということにもなり得るわけです。ですから、

都合のつく先生でなければだめだということになりますので、何人か先生を、これはまた

県の関係の人たちとも相談にも乗っていただきながら選択していきたいと思っております。 

 皆さんから、なにか特別なご要望とかご意見がありましたら、この際、お聞きしておき

たいと思っております。 

 この地方分権合併に関する専門的な知識を持った先生など、何人かいらっしゃるわけな

んですが、やはり今回の話は、各町村ごとにやる話は、あまりどちらに偏ってもうまくな

いということで、まさに中立的な立場で話をしていただける先生のほうがいいだろうとい

う基本的な考え方だけは持っております。 

 何かご意見ありますか。 

 そういう方向でよろしいでしょうか。 

（異議なし。の声） 

 では、一応そんな形で講師の先生方をお願いしていきたいと思っておりますので、よろ

しくお願いします。 

 ほかにどなたかご意見ありましたら。 

 よろしいでしょうか。 

（ な し ） 

 それでは、ご意見もないようでありますので、本日の第４回八田村、白根町、芦安村、

若草町、櫛形町、甲西町合併協議会の協議は終わらさせていただきます。 

ありがとうございました。 

 

〇事務局長（大久保一千代君） 

 以上で意見交換は終了いたします。 

 その他でありますが、何かありますか。 

（ な し ） 

 それでは、ただいまお話にありましたとおり、１１月、１２月は各町村で講演会を予定

しております。 

よろしくお願いしたいと思います。 



 

 

 以上で本日予定いたしました日程のすべてが終了いたしました。 

 これをもちまして第４回合併協議会を閉会とさせていただきます。 

 長時間にわたりまして、ご協力ありがとうございました。 

 

閉会  午後 ４時５５分 

 


